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１ 【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】

2024年３月27日に提出いたしました第８期（自　2023年１月１日　至　2023年12月31日）有価証券報告書に添付し

ております「独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書」及び「独立監査人の監査報告書」の記載事項の一部

に原本と異なる記載がありましたので、これを訂正するため有価証券報告書の訂正報告書を提出するものでありま

す。

 
２ 【訂正事項】

2024年３月27日付　独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書及び独立監査人の監査報告書

　

３ 【訂正箇所】

訂正箇所は　　を付して表示しております。

 
独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

 
（訂正前）

（省略）

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国におけ

る職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責

任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 
監査上の主要な検討事項とは、当連結会計年度の連結財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重

要であると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、連結財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見

の形成において対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。

（省略）
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継続企業の前提に関する重要な不確実性の有無についての経営者による判断の妥当性の評価

監査上の主要な検討事項の
内容及び決定理由

監査上の対応

連結財務諸表の作成に当たり、経営者は継続企業の前
提が適切であるかどうかを評価することが求められる。
また、継続企業の前提に関する評価の結果、継続企業の
前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況を解
消し、若しくは改善するための対応をしてもなお継続企
業の前提に関する重要な不確実性が認められるときは、
当該不確実性について連結財務諸表に注記することが必
要となる。
株式会社モダリス及び連結子会社の営む遺伝子治療薬

開発事業においては、多額の研究開発資金を要し、その
投資資金の回収は長期に及ぶ。このため、当連結会計年
度において、営業損失2,370,666千円及びマイナスの営
業キャッシュ・フロー2,254,466千円を計上しており、
2020年12月期以降、営業損失及びマイナスの営業キャッ
シュ・フローとなる状況が継続している。また、当連結
会計年度における現金及び現金同等物の増減額は
1,049,725千円の減少であり、現金及び現金同等物の期
末残高は1,883,437千円という状況にある。以上から、
当連結会計年度末において、継続企業の前提に重要な疑
義を生じさせるような事象又は状況が存在している。

株式会社モダリスは、研究開発資金を確保するため
に、2023年11月に無担保転換社債型新株予約権付社債
（以下「新株予約権付社債」という。）の発行により、
500,000千円を調達し、当連結会計年度末時点における
新株予約権付社債の残高は412,500千円となっている。
なお、この新株予約権付社債には、一定の条件のもと、
新株予約権付社債権者がいつでも残存する社債の一部又
は全部の償還を請求することができる条項が付されてい
るため、株式会社モダリスは、当該新株予約権付社債に
ついて、新株予約権付社債権者から償還期日前に償還を
請求される可能性が存在する。

これらの状況を踏まえ、経営者は当該事象又は状況を
解消するための対応策として、独自の創薬開発プラット

フォームシステム（CRISPR-GNDM
®
）を用いて、主要な開

発パイプラインであるMDL-101及びMDL-202を重点的に開
発するとともに、研究開発体制の適正化及び効率化によ
るコスト削減に取り組んでいる。経営者は、これらの対
応策を実行することにより、全ての新株予約権付社債が
償還期日前に償還を請求された場合においても、当連結
会計年度末から12ヶ月間の資金繰りに重要な懸念はない
と判断し、連結財務諸表において継続企業の前提に関す
る重要な不確実性の注記を行っていない。
継続企業の前提に関する重要な不確実性の有無につい

ての判断に当たっては、経営者が作成した2024年12月31
日までの期間における資金繰り計画が考慮される。この
資金繰り計画には収支に重要な影響を及ぼす以下の仮定
が含まれている。

 
● 開発パイプラインの進捗に応じた研究開発費の発生

● 人員配置を中心とした研究開発体制の適正化及び効

率化によるコスト削減これらの仮定には不確実性を伴
い、継続企業の前提に関する重要な不確実性の有無につ
いての経営者による判断に影響を及ぼす。

以上から、当監査法人は、継続企業の前提に関する重
要な不確実性の有無についての経営者による判断の妥当
性の評価が、当連結会計年度の連結財務諸表監査におい
て特に重要であり、監査上の主要な検討事項に該当する
と判断した。

当監査法人は、継続企業の前提に関する重要な不確実
性の有無についての経営者による判断の妥当性を評価す
るため、主に以下の手続を実施した。

(1)経営者の対応策についての検討

経営者の対応策が継続企業の前提に重要な疑義を生じ
させるような事象や状況を解消し、又は改善するもので
あるかどうか、及びその実行可能性を検討するため、全
ての新株予約権付社債が償還期日前に償還を請求された
場合を考慮して、経営者により作成された資金繰り計画
を分析した。分析に当たり、資金繰り計画が取締役会で
承認されていることを確かめた上で、資金繰り計画の基
礎となる主要な仮定が適切かどうかについて評価するた
め、主に以下の手続を実施した。

● 開発パイプラインの進捗に応じた研究開発費の発生

に関する手続

・経営者に対して、各開発パイプラインの研究開発
方針について質問し、資金繰り計画との整合性を
確かめた。

・開発パイプライン別の研究開発費について、積算
根拠資料との照合を行うとともに、過去の研究開
発費の実績額と比較した。

● 研究開発体制の適正化及び効率化によるコスト削減

に関する手続

・経営者に対して、研究開発体制の適正化及び効率
化の方針について質問し、資金繰り計画との整合
性を確かめた。

・研究開発に係る人員配置の適正化及び効率化につ
いて、人員計画表との照合を行うとともに、過去
の研究開発に係る人件費の実績額と比較した。

(2)資金繰り計画に含まれる不確実性の影響についての
検討

上記手続の結果を踏まえて、経営者が作成した資金繰
り計画に一定の不確実性を織り込んだ場合の2024年12月
31日までの期間における資金繰りの余裕度を検討した。

 

 

 

（省略）
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（訂正後）

（省略）

 
監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国におけ

る職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責

任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 
（削除）

（省略）
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継続企業の前提に関する重要な不確実性の有無についての経営者による判断の妥当性の評価

監査上の主要な検討事項の
内容及び決定理由

監査上の対応

連結財務諸表の作成に当たり、経営者は継続企業の前
提が適切であるかどうかを評価することが求められる。
また、継続企業の前提に関する評価の結果、継続企業の
前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況を解
消し、若しくは改善するための対応をしてもなお継続企
業の前提に関する重要な不確実性が認められるときは、
当該不確実性について連結財務諸表に注記することが必
要となる。
株式会社モダリス及び連結子会社の営む遺伝子治療薬

開発事業においては、多額の研究開発資金を要し、その
投資資金の回収は長期に及ぶ。このため、当連結会計年
度において、営業損失2,370,666千円及びマイナスの営
業キャッシュ・フロー2,254,466千円を計上しており、
2020年12月期以降、営業損失及びマイナスの営業キャッ
シュ・フローとなる状況が継続している。また、当連結
会計年度における現金及び現金同等物の増減額は
1,049,725千円の減少であり、現金及び現金同等物の期
末残高は1,883,437千円という状況にある。以上から、
当連結会計年度末において、継続企業の前提に重要な疑
義を生じさせるような事象又は状況が存在している。

株式会社モダリスは、研究開発資金を確保するため
に、2023年11月に無担保転換社債型新株予約権付社債
（以下「新株予約権付社債」という。）の発行により、
500,000千円を調達し、当連結会計年度末時点における
新株予約権付社債の残高は412,500千円となっている。
なお、この新株予約権付社債には、一定の条件のもと、
新株予約権付社債権者がいつでも残存する社債の一部又
は全部の償還を請求することができる条項が付されてい
るため、株式会社モダリスは、当該新株予約権付社債に
ついて、新株予約権付社債権者から償還期日前に償還を
請求される可能性が存在する。

これらの状況を踏まえ、経営者は当該事象又は状況を
解消するための対応策として、独自の創薬開発プラット

フォームシステム（CRISPR-GNDM
®
）を用いて、主要な開

発パイプラインであるMDL-101及びMDL-202を重点的に開
発するとともに、研究開発体制の適正化及び効率化によ
るコスト削減に取り組んでいる。経営者は、これらの対
応策を実行することにより、全ての新株予約権付社債が
償還期日前に償還を請求された場合においても、当連結
会計年度末から12ヶ月間の資金繰りに重要な懸念はない
と判断し、連結財務諸表において継続企業の前提に関す
る重要な不確実性の注記を行っていない。
継続企業の前提に関する重要な不確実性の有無につい

ての判断に当たっては、経営者が作成した2024年12月31
日までの期間における資金繰り計画が考慮される。この
資金繰り計画には収支に重要な影響を及ぼす以下の仮定
が含まれている。

● 開発パイプラインの進捗に応じた研究開発費の発生

● 人員配置を中心とした研究開発体制の適正化及び効

率化によるコスト削減

これらの仮定には不確実性を伴い、継続企業の前提に
関する重要な不確実性の有無についての経営者による判
断に影響を及ぼす。

以上から、当監査法人は、継続企業の前提に関する重
要な不確実性の有無についての経営者による判断の妥当
性の評価が、当連結会計年度の連結財務諸表監査におい
て特に重要であり、監査上の主要な検討事項に該当する
と判断した。

当監査法人は、継続企業の前提に関する重要な不確実
性の有無についての経営者による判断の妥当性を評価す
るため、主に以下の手続を実施した。

(1)経営者の対応策についての検討

経営者の対応策が継続企業の前提に重要な疑義を生じ
させるような事象や状況を解消し、又は改善するもので
あるかどうか、及びその実行可能性を検討するため、全
ての新株予約権付社債が償還期日前に償還を請求された
場合を考慮して、経営者により作成された資金繰り計画
を分析した。分析に当たり、資金繰り計画が取締役会で
承認されていることを確かめた上で、資金繰り計画の基
礎となる主要な仮定が適切かどうかについて評価するた
め、主に以下の手続を実施した。

● 開発パイプラインの進捗に応じた研究開発費の発生

に関する手続

・経営者に対して、各開発パイプラインの研究開発
方針について質問し、資金繰り計画との整合性を
確かめた。

・開発パイプライン別の研究開発費について、積算
根拠資料との照合を行うとともに、過去の研究開
発費の実績額と比較した。

● 研究開発体制の適正化及び効率化によるコスト削減

に関する手続

・経営者に対して、研究開発体制の適正化及び効率
化の方針について質問し、資金繰り計画との整合
性を確かめた。

・研究開発に係る人員配置の適正化及び効率化につ
いて、人員計画表との照合を行うとともに、過去
の研究開発に係る人件費の実績額と比較した。

(2)資金繰り計画に含まれる不確実性の影響についての
検討

上記手続の結果を踏まえて、経営者が作成した資金繰
り計画に一定の不確実性を織り込んだ場合の2024年12月
31日までの期間における資金繰りの余裕度を検討した。

 

 

 

（省略）
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独立監査人の監査報告書

 
（訂正前）

 
株式会社モダリス

取締役会　御中

 
有限責任 あずさ監査法人

　 東京事務所
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 坂   井   知   倫  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 野　田　 哲　章  

 

 
 
 
＜財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社モダリスの2023年１月１日から2023年12月31日までの第８期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社モダリスの2023年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全ての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準にお

ける当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における

職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしてい

る。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

（省略）
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（訂正後）

 
株式会社モダリス

取締役会　御中

 
有限責任 あずさ監査法人

　 東京事務所
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 坂　井 　知　倫  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 野　田　 哲　章  

 

 
 
 

＜財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社モダリスの2023年１月１日から2023年12月31日までの第８期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社モダリスの2023年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全ての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準にお

ける当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における

職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしてい

る。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

（省略）
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